
61 r次世代育成支援対策推進法J 3等に基づく企業の取組状況の開示を進めるo

く略,

5.人間力の強化

我が国を支える基本は一一人,,であるo今後我が国がグロ-バル化を乗り切り.力強く

成長を持続するという観点からも,すべての人が能力を最大限に開花させうる社会の実

現が不可避であり.これに向けて取組を強化していくo

特にlミスマッチによる失業の多い若者については.以下の取組を行っていくo

O効果的.効率的な職業能力閤発を推進していく上で,民間教育訓練機関の-層の活

用を始め.訓練機関間の競争を促進することが重要である.このため.個人の選択

を機能させる観点から.外国や都道府県における取組を検討しつつ.若者向け職業

訓練利用券制度の有効性及ぴ問題点等について.今後1年以内を目途に検討し.結

論を得るo

el若者の働く意欲を喚起しつつ.その械業的自立を促進し,ニ-ト4.フリ-タ-等の

増加傾向を反転させるため.フリ-タ-20万人常用雇用化プランの充実.強化,地

域の相談体制充実等による二-ト対策の強化,児童.生徒の勤労観等を育成するキ

ヤリア教育等の-層の推進.地域における産学ネットワ-ク構築の促進など. r若者

の自立.挑戦のためのアクションプランJ 5を強化.推進するo

あわせて.以下の坂組も進めていく.
,

0雇用保険3事業についてIL利用度や成果の実態調査を踏まえ.時代の二-ズに対

応したものとなるよう.平成18年度予算において改善策を講ずる.

Cel r新産業創造戦略2005J 6等を踏まえ,戦略産業分野等の質の高い専門職大学院の

設置促進などによる人的資産 く人財Iの充実を園るo

6J障害者の自立を支援するため.サ-ビスの適切な確保とその利用者負担に関する低

所得者ヘの適切な配慮を図るとともに.重度の障害者を含めた.地域における多様

r次世代育成支援対策推進法Jく平成15年法律第120号1
ト くNEETJこNotinEducation,EmploymentorTraining の略o就学ー就労,職

業訓練のいずれも行っていない若者
5 r若者の自立.挑戟のためのアクションプランJく平成16年12月24 Eu
6 r新産業創造戦略2005Jく平成1.7年6月8日l


